
 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
２０１5 年 7 月 ５日   第 160 号 

小西喜代次
信楽町勅旨 

℡  83-0765 

Fax 83-0765 

安井 直明 
土山町前野 541 

℡ 67-0147 

Fax 67-1660 

山岡 光広 
甲南町森尻 16 

℡  86-2985 

Fax 86-0415 

６月定例議会は、５月２８日から６月２４日まで開かれました。一般質問には２０

人が通告。日本共産党の安井直明、山岡光広、小西喜代次の各議員が市民の願い実現

と市政の問題点を質しました（２面に紹介）。また議案提案権を活かして、日本共産

党は４件の意見書を提案しました。主な議案に対する各会派の態度は以下の通り。な

お、宍戸議員が議員辞職したため欠員１に。また無所属の竹村議員が会派「市民クラ

ブ・新しい風」に所属したため、６月議会以降の新しい会派構成は下記の通りです。

各会派・無所属 討論 討論 無

主な議案に対する各会派の態度 賛成 反対

安
井
直
明

山
岡
光
広

小
西
喜
代
次

服
部
治
男

橋
本
律
子

中
西
弥
兵
衛

辻
重
治

鵜
飼
勲

橋
本
恒
典

田
中
実

森
田
久
生

山
中
善
治

林
田
久
充

小
河
文
人

戎
脇
浩

土
山
定
信

森
嶋
克
己

田
中
新
人

竹
村
貞
男

片
山
修

竹
若
茂
國

白
坂
萬
里
子

加
藤
和
孝

田
中
將
之

谷
永
兼
二

的
場
計
利

市役所新庁舎建設に関わる契約議決３件 市長 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ ○ ○

平成２７年度補正予算 市長 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

国保税を引下げる国保税の一部改正 市長 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

若者も高齢者もだれもが安心できる年金制度にするために「マクロ経済スライ
ド」中止と最低保障年金制度の創設を求める意見書の採択を求める請願

年金者組合 山岡光広 加藤和孝 不採択 ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

農林水産業の輸出促進にむけた施策の拡充を求める意見書 田中將之 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

地方単独事業に係る国保の減額調整措置の見直しを求める意見書 加藤和孝 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

認知症への取り組みの拡充強化に関する意見書 白坂萬里子 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

日本を「海外で戦争する国」にする「国際平和支援法案」、「平和安全法整備
法案」の廃案を求める意見書

小西喜代次
竹村貞男
安井直明
山岡光広

戎脇　浩　　田
中將之　　服
部治男　　谷

永兼二

否決 ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ●

高浜原発３号機・４号機の再稼働中止を求める意見書 山岡光広 小西喜代次 辻重治 否決 ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ○

住民の安全を脅かすオスプレイの国内配備・飛行の中止を求める意見書 山岡光広 小西喜代次 山中善治 否決 ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ●

生活保護予算削減の中止を求める意見書 安井直明 山岡光広 林田久充 否決 ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ○

なし

議
長
の
た
め
採
決
に
加
わ
ら
ず

公明党

提出 可否

共産党 清風クラブ 市民クラブ

なし

なし

なし

なし

なし

欠
席

欠
席

《廃案に反対討論》 
×戎脇浩(清風クラブ)この法

案は戦争を防ぎ、脅威を防ぐも

ので意見書に断固反対する。 

×田中將之（公明党）国民を守

るための閣議決定を受け新３

要件がある。「戦争立案」は根

拠のない言いがかりであり反

対。 
×服部治男(清風クラブ)戦後、

空想的平和主義のもとできた

が、拉致問題、尖閣問題などあ

り、反対。 

×谷永兼二（無・維新）意見書

案も政府の法案も反対。国際情

勢をふまえ、個別・集団的自衛

権という枠にとらわれず自衛

権の再定義が必要。  

《廃案に賛成討論》 
○竹村貞男(市民クラブ・新し

い風)集団的自衛権行使の閣議

決定の暴挙は許せない。会派で

市民アンケートを行った結果、

法案反対は１４２、賛成３０、

わからない５４。戦後の平和主

義に禍根を残す安倍内閣の暴

挙に反対。 
○安井直明(日本共産党) 憲法

審査会で３人の憲法学者が違

憲表明。また瀬戸内寂聴氏ら学

者文化人らが反対。戦後安全保

障政策を１８０度転換で反対。

○山岡光広(日本共産党)国会

審議のなかで違憲であり、論理

性に欠けることが明らかに。

「平和・安全」とは無縁の法案。

 

安
倍
内
閣
が
国
会
を
９５
日
間
も
延
長
し
て
何
が
何
で
も
成
立
さ
せ
よ
う
と
す
る
「
戦
争
法
案
」

に
対
し
て
、
憲
法
学
者
か
ら
も
、
学
者
文
化
人
も
「
違
憲
」
を
表
明
。
か
つ
て
自
民
党
の
重
鎮
で
あ

っ
た
幹
部
か
ら
も
「
反
対
」
の
声
が
あ
が
り
、
「
憲
法
９
条
を
守
ろ
う
。
戦
争
す
る
国
づ
く
り
は
許

さ
な
い
」
な
ど
の
声
が
日
毎
に
大
き
く
な
っ
て
い
ま
す
。
こ
う
し
た
な
か
、
甲
賀
市
の
６
月
定
例
議

会
に
、
日
本
共
産
党
が
「
戦
争
法
案
」
廃
案
を
求
め
る
意
見
書
を
提
案
し
ま
し
た
が
、
清
風
ク
ラ
ブ
、

公
明
党
、
無
所
属
・
維
新
の
議
員
が
反
対
し
た
た
め
否
決
さ
れ
ま
し
た
。
国
民
の
願
い
に
逆
行
し
て

い
る
と
は
思
い
ま
せ
ん
か
。「
法
案
廃
案
に
」
賛
成
・
反
対
討
論
の
骨
子
を
紹
介
し
ま
す
。 

 

日
本
共
産
党
の
小
西
喜
代

次
議
員
は
、
提
案
説
明
の
中

で
、「
法
案
は
、
第
１
に
米
国

が
世
界
の
ど
こ
で
あ
れ
戦
争

に
乗
り
出
し
た
際
に
自
衛
隊

が
軍
事
支
援
す
る
。
第
２
に

戦
乱
が
続
く
地
域
で
治
安
維

持
活
動
す
る
場
合
も
武
器
使

用
を
認
め
る
。
第
３
は
日
本

が
攻
撃
さ
れ
て
い
な
い
の

に
、
集
団
的
自
衛
権
を
発
動

し
て
米
国
の
戦
争
を
軍
事
支

援
す
る
。
こ
れ
は
ま
さ
に
戦

争
法
案
で
あ
る
。
廃
案
・
撤

回
し
か
な
い
」
と
訴
え
ま
し

た
。
と
こ
ろ
が
２４
日
の
本
会

議
採
決
で
は
、
日
本
共
産
党

と
市
民
ク
ラ
ブ
が
賛
成
し
た

も
の
の
、
清
風
ク
ラ
ブ
と
公

明
党
、
無
所
属
・
維
新
の
議

員
が
反
対
し
た
た
め
否
決
と

な
り
ま
し
た
。 

14 日大津・膳所公園で開かれた県民集会

          ○は賛成 ●は反対 


